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特定非営利活動法人自立生活サポートセンター・もやい　	
個人情報の取扱いに関するルール

ルール第 2号

（目的）

第 1条	 このルールは、特定非営利活動法人自立生活サポートセンター・もやい（以下、「団体」という。）が、事

業実施に際して適正な個人情報の取扱いをおこなうため、基本的事項を定めることを目的とする。

（基本的事項）

第 2条	 団体は、個人情報の重要性を認識し、事業実施に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、

個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。

2	 個人情報とは、事業の実施に当たって知り得た、個人を特定できる情報及び他の情報と組み合わせること

により容易に個人を特定可能な情報をいう。

（役職者及びスタッフへの周知）

第 3条	 団体は、事業に従事している者に対して、個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用して

はならないことなど、個人情報の保護に必要な事項を周知させるものとする。

（本人への周知）

第 4条	 団体は、別紙の個人情報保護方針を定め、これを公表する。

（適正管理）

第 5条	 団体は、個人情報の漏えい、滅失又は損傷の防止、その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を

講じなければならない。

（収集）

第 6条	 団体は、個人情報を収集するときは、事業実施にあたり目的を達成するために必要な最小限の範囲で、適

法かつ公正な手段により行われなければならない。

（目的外利用・提供の禁止）

第 7条	 団体は、個人情報を、その目的以外の目的のために利用し、又は原則として本人の承諾なしに第三者に提

供してはならない。

（外部への持ち出し禁止）

第 8条	 役職者及びスタッフは、個人情報を団体の許可なく外部へ持ち出してはならない。
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（個人情報管理責任者）

第 9条	 個人情報管理責任者を置き、個人情報の適正な管理や周知等その取扱いを監督する。なお、個人情報管理

責任者は、事務局長とする。

（事故報告）

第 10条	 役職者及びスタッフは、事業の実施にあたり、個人情報の漏えい等安全の確保の上で問題となる事態が生

じ、又は生じるおそれがあることを知ったときは、速やかに個人情報管理責任者に報告する。

2	 個人情報管理責任者は、前項の報告を受けた場合、直ちに、理事長へ報告し協議の上、対処しなければな

らない。

（委任）

第 11条	 このルールに定める外、必要な細目事項は、理事長が別に定める。

（改廃）

第 12条	 このルールを改廃するときは、事務局会議の議決を得なければならない。

附則
このルールは、平成 25 年 7 月 20 日から施行する。
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別紙

個人情報保護方針

特定非営利活動法人自立生活サポートセンター・もやい（以下、「団体」という。）は、団体の活動を通じて知りえた

個人情報の重要性を認識し、安全にかつ適切に管理、運用するために「個人情報保護指針」を以下のように作成しま

した。

1.	 個人情報の定義

団体が取り扱う個人情報とは、その内容により特定の個人を識別することができるもの、データベースとの照合など

により特定の個人を識別する情報が検索できるもの並びに複数の項目を照合することにより容易に特定の個人を識別

することができるものを指します。個人情報には、会員、寄付者、資料請求者、受益者およびその家族・支援者等、

団体の役職者及びスタッフの情報が含まれます。また、受益者に関しては、団体の活動上、センシティブな情報を取

得する必要がある場合があるため、特別の配慮を行います。

2.	 個人情報の収集と利用

団体が個人情報を収集する際は、その利用目的を明確に示すとともに、適法かつ適正な手段を用います。団体が保有

する個人情報は、経済的貧困下にあると同時に社会的な人間関係における孤立状態にある方々への支援活動、その解

決のための提言、活動報告、イベント案内、活動資金を得るための募金募集、その他団体の目的に沿った活動のため

に利用します。

3.	 収集した個人情報の第三者への開示

団体は、収集した個人情報を原則として第三者に開示することはいたしません。ただし、以下の場合は除きます。

（1）	 ご本人の承諾を得た場合

（2）	 ご本人または公衆の生命・健康・財産などの重大な利益を保護するために、開示すべき正当な事由が認められ

る場合 ( この場合、正当事由の判断は厳格に行うとともに、開示先・開示範囲についても必要最低限に限定し

ます。)

（3）	  法令等に基づき開示が要求された場合

（4）	 団体の業務委託先に対して、当該業務の処理に必要な限度で個人情報を預ける場合 ( この場合、委託先の選定

に十分配慮するとともに、業務委託先にも個人情報保護に関して契約等を通じて徹底させます。)

（5）	 団体が受託する業務の処理のために、団体への業務委託元に対して、当該業務の処理に必要な限度で個人情報

を報告する場合 ( この場合、必要とされる報告の範囲の判断は厳格に行うとともに、可能な限り個人が特定さ

れない形での開示 ( 報告 ) を行うように努めます。)
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4.	 セキュリティについて

団体は、収集した個人情報が不正なアクセスを受け、改竄され、または紛失しないように、適切な管理・保護に努めます。

5.	 個人情報に関するご本人からの問い合わせ等への対応

団体は、ご本人から個人情報の照会・修正等を要請された場合、または個人情報に関する問い合わせや苦情・相談を

受けた場合は、すみやかに、かつ適切に対応します。

団体は、ご本人からの個人情報の照会・修正等または問い合わせや苦情・相談についての対応窓口を設けます。

6.	 法令の遵守ならびに団体としての取り組み

団体は、個人情報に関する諸法令を遵守し、本指針ならびに団体の取り組みについて役職者及びスタッフに周知徹底

します。また、必要に応じて見直しならびに改善を行います。

附則
この方針は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。

附則
この方針は、平成 25 年 7 月 20 日から施行する。
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